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FREQUENCY OF EACH ELEMENT 受信 して超音波検 出信号 を出力す

S120 DERIVE RECEPTION TIME, OSCILLATION, AND CENTER る複 数の超音波 トランスデ ューサ
FREQUENCY OF EACH PATH, NOT INCLUDING PATH MISALIGNMENT を含む超音波探触子 と、被検体 内

S130 DERIVE CHANGE COMPONENT OF RECEPTION TIME, の着 目領域 を設定す る着 目領域設
OSCILLATION, AND CENTER FREQUENCY OF EACH PATH 定部 と、着 目領域 にお ける超音波

S140 DERIVE INDEX BY DIVIDING CHANGE COMPONENT BY PATH の音速バ ラツキ または減衰バ ラッ
LENGTH, AND DERIVE MISALIGNMENT INDEX THEREFROM キ を計測す るバ ラツキ計測部 と、

を備 える超音波診 断装置 を提供す
る。



明 細 書

発明の名称 ：超音波診断装置及び超音波診断方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、超音波診断装置及び超音波診断方法に関し、特に超音波を利用

して被検体の診断部位について超音波画像を撮影 して表示 し、被検体の着目

領域内における超音波の音速や減衰の変化に基づいて被検体の組織性状の診

断を行う超音波診断装置及び超音波診断方法に関する。

背景技術

[0002] 従来より、超音波を利用して被検体の診断部位について超音波画像を撮影

して表示する超音波診断装置が知られており、超音波の音速、減衰、散乱な

どの音響特性を計測 し、被検体組織の内部構造や構成成分などの性状診断や

、組織、病変弁別など、診断に活用する様々な試みがなされてきた。

[0003] 例えば、特許文献 1 には、送波振動子の照射角度を変化させながら照射 し

、受波振動子の入射角度を変化させながら受波する間の経過時間を測定して

メモリに格納 しておき、その一方で音速メモリに格納された仮想音速分布に

基づいて、音速メモリ上で送受波振動子の送受波角度を変化させて、それぞ

れに対応する音線経路を設定し、その所要時間と先にメモリに格納された経

過時間とを比較 して誤差データを求め、誤差データを最小にするように音速

メモリに格納されている音速分布を修正し、修正された音速分布により音速

を求めるようにした音速計測方法が開示されている。

[0004] また、特許文献 2 には、着目深度付近で、帯域分割された検波信号の空間

的な差分を取ることにより、生体内の伝搬減衰に伴う情報を抽出 描画する

方法が開示されている。

[0005] その他、本願発明に関係する従来技術として、特許文献 3 ~ 5 、非特許文

献 1 ~ 3 が挙げられる。

先行技術文献

特許文献



[0006] 特 許 文献 1 ：特 開平 5 _ 9 5 9 4 6 号 公報

特 許 文献 2 ：特 開平 7 _ 5 7 0 号 公報

特 許 文献 3 ：特 開平 6 — 1 0 5 8 4 1 号 公報

特 許 文献 4 ：特 開 2 0 0 7 _ 7 0 4 5 号 公報

特 許 文献 5 ：特 公平 3 — 2 4 8 6 8 号 公報

非 特 許 文献

[0007] 非 特 許 文献 1 ：蜂 屋 弘 之 「生 体 組 織 の音 響 特 性 と超 音 波 断 層 画 像 の特 徴 」 （Med

i c a L Imag i ng Techno Logy v o L. 2 1 No. 2 March 2003)

非 特 許 文献 2 ：赤松 興 一 「音 速 計 測 に よ る t i ssue character i zat i onj ( 臨 床 医

v o し 12 no. 1 1 1986)

非 特 許 文献 3 : 「超 音 波 便 覧 」 （丸善 、 1999)

発 明 の概 要

発 明 が解 決 しょ う とす る課題

[0008] しか しな が ら、 上 記 従 来 の音 速 あ る い は減 衰 の計 測 方 法 は マ ク ロ的 な もの

で あ り、 この よ うな マ ク ロな音 響 特 性 計 測 方 法 で は、 病 変 の種 類 に よ って は

、 ミ ク ロな音 響 特 性 構 造 の変 化 を捉 え る こ とは 困難 で あ る との報 告 が な され

て い る。

[0009] 例 え ば、 非 特 許 文献 1 ：蜂 屋 弘 之 「生 体 組 織 の音 響 特 性 と超 音 波 断 層 画 像

の特 徴 」 (Med i c a l Imag i ng Techno logy v o L. 2 1 No. 2 March 2003) に よれ ば、

肝 臓 が肝 硬 変 にな り、 肝 硬 変 が進 行 す る と壊 死 した組 織 同 士 が結 合 し、 修 復

す るた め に周 辺 組 織 が線 維 化 して結 節 を形 成 して、 肝 小 葉 が再 生結 節 に置 き

換 え られ る。 例 え ば、 図 1 2 に散 乱 体 配 置 の例 を示 す。 図 1 2 ( A ) は正 常

肝 を示 した もの で あ り、 各 々の肝 小 葉 構 造 は、 1 . 0 ~ 1 . 5 m m 程 度 で ラ

ンダム な 大 きさ を持 って い るが、 図 1 2 ( B ) に示 す よ うに 中度 の肝 硬 変 に

な る と複 数 の肝 小 葉 構 造 が破 壊 され、 線 維 組 織 が 生 じ、 結 節 径 が 3 ~ 4 m m

に成 長 し、 さ らに病 変 が進 行 し図 1 2 ( C ) に示 す よ うに重 度 の肝 硬 変 にな

る と、 結 節 径 が最 大 で 7 m m 程 度 まで成 長 す る。 そ して、 結 節 の 内部 の音 速

、 減 衰 及 び散 乱 は正 常 な肝 臓 よ り低 く、 線 維 部 は逆 に正 常 な肝 臓 よ り高 くな



るというミクロな音速構造変化があることが報告されている。しかし、これ

に対して、非特許文献 2 ：赤松興一 「音速計測によるt i ssue cha r ac t e i zat i

onj (臨床医 vo L. 12 no. 11 1986) によれば、正常肝と肝硬変のマクロ音速値

に有意な差は無いことが報告されている。

[00 10] 従って、従来より提案されてきたマクロ的な音速や減衰の計測方法では、

上記のようなミクロな音速 減衰の構造変化を捉えられない可能性があると

いう問題がある。

[00 11] 本発明は、このような事情に鑑みてなされたもので、従来の音速 減衰の

絶対値計測では困難な、病変化によるミクロな音速 減衰の構造変化を捉え

ることのできる超音波診断装置及び超音波診断方法を提供することを目的と

する。

課題を解決するための手段
[00 12] 上記目的を達成するために、本願発明は、超音波を被検体に送信するとと

もに、該被検体によって反射される超音波を受信して超音波検出信号を出力

する複数の超音波 トランスデューサを含む超音波探触子と、被検体内の着目

領域を設定する着目領域設定部と、着目領域における超音波の音速バラツキ

または減衰/《ラツキを計測するバラツキ計測部と、を備える超音波診断装置

を提供する。

[00 13] これにより、従来の音速 減衰の絶対値計測では困難な、病変化によるミ

クロな音速 減衰の構造変化を捉えることが可能となる。

[00 14 ] また、好ましくは、超音波診断装置は、着目領域内に少なくとも 1 つ以上

の着目点を設定する着目点設定部を有し、バラツキ計測部は、着目点からの

反射波の各超音波 トランスデューザの受信信号の受信時刻の変化に基づいて

音速バラツキを計測する。

[00 15] また、好ましくは、バラツキ計測部は、着目点からの反射波の各超音波 卜

ランスデュ一ザの受信信号の振幅または周波数の変化に基づいて減衰/ ラッ

キを計測する。

[00 16] また、好ましくは、バラツキ計測部は、着目領域内の各着目点の減衰の変



化 に基づいて減衰 / くラツキを計測する。

[001 7] また、好 ま しくは、バ ラツキ計測部 は、一定音速で整合加算 した結果の R

F 信号又はこれか ら得 られる画像 を設定音速毎 に比較 して、音速バ ラツキを

計測する。

[001 8] また、好 ま しくは、超音波診断装置は、 さ らに、超音波探触子に対 して着

目領域 に超音波 を送信 フ ォ一 カ ス させ る送信 フ ォー カ ス指示部 を備 える。

[001 9] さ らに、好 ま しくは、送信 フ ォー カ ス指示部 は、事前 に各送信 フ ォー カ ス

の有効域 を判定する。

[0020] これ によ り、音速バ ラツキまたは減衰バ ラツキを求める処理 を高速 に実行

することが可能 となる。

[0021 ] また、同様 に上記 目的を達成するために、本願発明は、超音波診断装置が

、被検体内の着 目領域 を設定する着 目領域設定ステ ップと、着 目領域 内に少

な くとも 1 つ以上の着 目点を設定するステ ップと、着 目点か らの反射波の各

超音波 トラ ンスデ ューザの受信信号の受信時刻の変化 に基づいて音速バ ラッ

キを計測するステ ップと、音速バ ラツキか らバ ラツキ指標 を算出する指標算

出ステ ップと、算出 したバ ラツキ指標 に基づいて組織性状 を診断する性状診

断ステ ップと、 を実行する超音波診断方法 を提供する。

[0022] これ によ り、従来の音速 減衰の絶対値計測では困難な、病変化 によるミ

クロな音速 減衰の構造変化 を捉 えることが可能 となる。

[0023] また同様 に上記 目的を達成するために、本願発明は、超音波診断装置が、

被検体内の着 目領域 を設定する着 目領域設定ステ ップと、着 目領域 内に少な

くとも 1 つ以上の着 目点を設定するステ ップと、着 目点か らの反射波の各超

音波 トランスデ ュ一サ の受信信号の振幅 または周波数の変化 に基づいて減衰

バ ラツキを計測するステ ップと、減衰バ ラツキか らバ ラツキ指標 を算出する

指標算出ステ ップと、算出 したバ ラツキ指標 に基づいて組織性状 を診断する

性状診断ステ ツプと、 を実行する超音波診断方法 を提供する。

[0024] これ によ り、従来の音速 減衰の絶対値計測では困難な、病変化 によるミ

クロな音速 減衰の構造変化 を捉 えることが可能 となる。



[0025] また、好ましくは、超音波診断方法は、さらに、超音波 トランスデューサ

に対して着目領域に超音波を送信フォ一カスさせる送信フォーカス指示ステ

ップを実行する。

[0026] また、好ましくは、送信フォーカス指示ステップは、事前に各送信フォー

カスの有効域を判定する。

[0027] これにより、音速バラツキまたは減衰バラツキを求める処理を高速に実行

することが可能となる。

発明の効果
[0028] 以上説明したように、本発明によれば、従来の音速 減衰の絶対値計測で

は困難な、病変化によるミクロな音速 減衰の構造変化を捉えることが可能

となり、音速バラツキまたは減衰バラツキを表すバラツキ指標を用いて組織

性状の診断が可能となる。

図面の簡単な説明

[0029] [ 図1]本発明の一実施形態に係る超音波診断装置の概略構成を示すプロック図

である。

[図2] ( A ) ~ ( C ) は音速バラツキ 減衰バラツキを計測する処理を模式的

に示す説明図である。

[図3]音源からある素子への経路において2種類の媒質が存在する様子を模式

的に示す説明図である。

[図4]混合媒質中において経路長と平均音速の求め方を示す説明図である。

[図5]混合媒質と別媒質が存在する場合に経路長と平均音速の求め方を示す説

明図である。

[図6]別媒質がない場合の、音速バラツキ、減衰バラツキの求め方を示すフロ

一チヤ一卜である。

[図7]別媒質がある場合の、音速バラツキ、減衰バラツキの求め方を示すフロ

一チヤ一卜である。

[図8]対象組織の音速が均一の場合の受信信号と整合加算した結果の画像及び

そのシャープネスを表す説明図である。



[ 図9] 対象組織の音速が不均一の場合の受信信号 と整合加算 した結果の画像及

びそのシャープネスを表す説明図である。

[ 図 10] 音速バラツキ、減衰 / ラツキを求める全体の処理 を示すフローチヤ一

卜である。

[ 図 11] ( A ) は波面が揃 っている受信信号、 （B ) はバラついている受信信

号を表す画像である。

[ 図 12] ( A ) 〜 ( C ) は肝硬変における組織性状変化を示す説明図である。

発明を実施するための形態

[0030] 以下、添付図面を参照 して、本発明に係 る超音波診断装置及び超音波診断

方法について詳細に説明する。

[0031 ] 図 1 は、本発明の一実施形態に係 る超音波診断装置の概略構成 を示すプロ

ック図である。

[0032] 図 1 に示すように、本実施形態の超音波診断装置 1 0 は、超音波探触子 3

0 0 か ら被検体 0 B J に超音波 ビームを送信 して、被検体 0 B J によって反

射された超音波 ビーム （超音波エコー）を受信 し、超音波エコーの検出信号

か ら超音波画像 を作成 し表示する装置である。

[0033] C P U (Cent r a l Process i ng Un i t ) 0 0 は、操作入力部 2 0 0 か らの操

作入力に応 じて超音波診断装置 1 0 の各 プロックの制御 を行 う。

[0034] 操作入力部 2 0 0 は、オペ レータか らの操作入力を受け付ける入力デバィ

スであ り、操作卓 2 0 2 とボインテ ィングデバイス 2 0 4 とを含んでいる。

操作卓 2 0 2 は、文字情報 （例えば、患者情報）の入力を受け付けるキーボ

— ドと、振幅画像 （B モー ド画像）を単独で表示するモー ドと局所音速値の

判定結果を表示するモ一 ドとの間で表示モ一 ドを切 り替える表示モ一 ド切 り

替えボタンと、 ライプモー ドとフ リーズモー ドとの切 り替えを指示するため

のフ リーズボタンと、シネメモ リ再生を指示するためのシネメモ リ再生ボタ

ンと、超音波画像の解析 計測を指示するための解析 計測ボタンとを含ん

でいる。ポインテ ィングデバイス 2 0 4 は、表示部 1 0 4 の画面上における

領域の指定の入力を受け付けるデバイスであ り、例えば、 トラックボール又



はマ ウスであ る。 なお、 ポイ ンテ ィングデバ イス 2 0 4 と しては、 タ ツチパ

ネル を用 いる ことも可能 であ る。

[0035] 格納部 1 0 2 は、 C P U 1 0 0 に超音波診断装置 1 0 の各 プロックの制御

をさせ るための制御 プログラムが格納 され る記憶装置 であ り、例 えば、ハ 一

ドデ ィス ク又 は半導体 メモ リであ る。

[0036] 表 示部 1 0 4 は、例 えば、 C R T (Cathode Ray Tube) デ ィス プ レイ又 は液

晶デ ィス プ レイであ り、超音波画像 （動画及び静 止画）の表示及び各種 の設

疋 画面 を表示 す る。

[0037] 超 音波探触 子 3 0 0 は、被検体 0 B J に当接 させて用 いるプロ一 プであ り

、 次元又 は 2 次元 の トラ ンス デ ュ一サ ア レイ を構成 す る複数 の超音波 トラ

ンス デ ューサ 3 0 2 を備 えている。超音波 トラ ンス デ ューサ 3 0 2 は、送信

回路 4 0 2 か ら印加 され る駆動信号 に基 づいて超音波 ビーム を被検体 0 B J

に送信 す る とともに、被検体 0 B J か ら反射 され る超音波 エ コー を受信 して

検 出信号 を出力す る。

[0038] 超 音波 トラ ンス デ ューサ 3 0 2 は、圧電性 を有 す る材料 （圧電体）の両端

に電極 が形成 されて構成 された振動子 を含 んでいる。 この よ うな振動子 を構

成 す る圧電体 と しては、例 えば、 P Z T (チ タ ン酸 ジル コン酸鉛 ：P b ( Lead

) z i rconate t i tanate) の よ うな圧電セ ラ ミック、 P V D F (ポ リフ ッ化 ビニ

リデ ン ：po Lyv i ny dene d i f Luor i de) の よ うな高分子圧電素子 を用 いる こと

がで きる。上記振動子の電極 に電気信号 を送 って電圧 を印加 す る と圧電体 が

伸縮 し、 この 圧電体 の伸縮 によ り各振動子 において超音波 が発生す る。例 え

ば、振動子の電極 にパ ル ス状 の電気信号 を送 る とパ ル ス状 の超音波 が発生 し

、 また振動子の電極 に連続波 の電気信号 を送 る と連続波 の超音波 が発生す る

。 そ して、各振動子 において発生 した超音波 が合成 されて超音波 ビームが形

成 され る。 また、各振動子 によ り超音波 が受信 され る と、各振動子の圧電体

が伸縮 して電気信号 を発生す る。各振動子 において発生 した電気信号 は、超

音波 の検 出信号 と して受信 回路 4 0 4 に出力 され る。

[0039] な お、超音波 トラ ンスデ ューサ 3 0 2 と しては、超音波変換方式の異 な る



複数種類の素子を用いることも可能である。例えば、超音波を送信する素子

と して上記圧電体により構成 される振動子を用いて、超音波を受信する素子

と して光検出方式の超音波 トランスデューサを用いるように してもよい。 こ

こで、光検出方式の超音波 トランスデューザ とは、超音波信号を光信号に変

換 して検出するものであ り、例えば、 フアプ リ一ペ ロー共振器又はファイバ

プラッググレーテ ィングである。

[0040] 次 に、 ライプモー ド時における超音波診断処理 について説明する。 ライプ

モー ドは、被検体 0 B J に超音波探触子 3 0 0 を当接 させて超音波の送受信

を行 うことによって得 られた超音波画像 （動画）の表示や解析 計測を行 う

モ一 ドである。

[0041 ] 超音波探触子 3 0 0 が被検体 0 B J に当接 されて、操作入力部 2 0 0 か ら

の指示入力により超音波診断が開始されると、 C P U 1 0 0 は、送受信部 4

0 0 に制御信号を出力 して、超音波 ビームの被検体 O B J への送信、及び被

検体 0 B J か らの超音波エコーの受信 を開始させる。 C P U 1 0 0 は、超音

波 トランスデューサ 3 0 2 ごとに超音波 ビームの送信方向と超音波ェコ一の

受信方向とを設定する。

[0042] さ らに、 C P U 1 0 0 は、超音波 ビームの送信方向に応 じて送信遅延バタ

—ンを選択するとともに、超音波エコーの受信方向に応 じて受信遅延パター

ンを選択する。 ここで、送信遅延パターンとは、複数の超音波 トランスデュ

—サ 3 0 2 か ら送信 される超音波によって所望の方向に超音波 ビームを形成

するために駆動信号に与え られる遅延時間のパターンデータであ り、受信遅

延パターンとは、複数の超音波 トランスデューサ 3 0 2 によって受信 される

遅延時間のパターンデータである。上記送信遅延/ くタ一ン及び受信遅延/ くタ

—ンは予め格納部 1 0 2 に格納 されている。 C P U 1 0 0 は、格納部 1 0 2

に格納 されているものの中か ら送信遅延パターン及び受信遅延パターンを選

択 し、選択 した送信遅延パターン及び受信遅延パターンに従 って、送受信部

4 0 0 に制御信号を出力 して超音波の送受信制御 を行 う。

[0043] 送信回路 4 0 2 は、 C P U 1 0 0 か らの制御信号に応 じて駆動信号を生成



して、該駆動信号を超音波 トランスデューサ 3 0 2 に印加する。このとき、

送信回路 4 0 2 は、C P U 1 0 0 によって選択された送信遅延パターンに基

づいて、各超音波 トランスデューサ 3 0 2 に印加する駆動信号を遅延させる

。ここで、送信回路 4 0 2 は、複数の超音波 トランスデューサ 3 0 2 から送

信される超音波が超音波ビームを形成するように、各超音波 トランスデュー

サ 3 0 2 に駆動信号を印加するタイミングを調整する （遅延させる）送信フ

才一カスを実行する。なお、複数の超音波 トランスデューサ 3 0 2 から一度

に送信される超音波が被検体 0 B J の撮像領域全体に届 くように、駆動信号

を印加するタイミングを調節するようにしもてよい。

[0044] 受信回路 4 0 4 は、各超音波 トランスデューサ 3 0 2 から出力される超音

波検出信号を受信 して増幅する。上記のように、各超音波 トランスデューサ

3 0 と被検体 0 B J 内の超音波反射源との間の距離がそれぞれ異なるため

、各超音波 トランスデューサ 3 0 2 に反射波が到達する時間が異なる。受信

回路 4 0 4 は遅延回路を備えており、C P U 1 0 0 によって選択された音速

(以下、仮定音速という）又は音速の分布に基づいて設定される受信遅延パ

ターンに従って、反射波の到達時刻の差 （遅延時間）に相当する分、各検出

信号を遅延させる。次に、受信回路 4 0 4 は、遅延時間を与えた検出信号を

整合加算することにより受信フォーカス処理を行う。超音波反射源X R O I

と異なる位置に別の超音波反射源がある場合には、別の超音波反射源からの

超音波検出信号は到達時間が異なるので、上記受信回路 4 0 4 の加算回路で

加算することにより、別の超音波反射源からの超音波検出信号の位相が打ち

消 し合う。これにより、超音波反射源X R O I からの受信信号が最も大きく

なり、フォーカスが合う。上記受信フォーカス処理によって、超音波エコー

の焦点が絞 り込まれた音線信号 （以下、 R F信号という）が形成される。

[0045] 八/ 0 変換器 4 0 6 は、受信回路 4 0 4 から出力されるアナログのR F信

号をデジタル R F信号 （以下、 R F データという）に変換する。ここで、 R

F データは、受信波 （搬送波）の位相情報を含んでいる。 A / D変換器 4 0

6 から出力されるR F データは、信号処理部 5 0 2 とシネメモリ6 0 2 にそ



れぞれ入力される。

[0046] シネメモ リ6 0 2 は、 A / D 変換器 4 0 6 か ら入力される R F データを順

次格納する。 また、 シネメモ リ6 0 2 は、 C P U 1 0 0 か ら入力されるフ レ

—ム レ一 卜に関する情報 （例 えば、超音波の反射位置の深度、走査線の密度

、視野幅 を示すパ ラメータ）を上記 R F データに関連付 けて格納する。

[0047] 信号処理部 5 0 2 は、上記 R F デ一タに対 して、 S T C (Sens i t i v i t y T i m

e ga i n Cont r o L) によって、超音波の反射位置の深度 に応 じて距離 による減衰

の補正を した後、包絡線検波処理 を施 し、 B モー ド画像データ （超音波ェコ

—の振幅 を点の明るさ （輝度）によって表 した画像データ）を生成する。

[0048] 信号処理部 5 0 2 によって生成 された B モー ド画像データは、通常のテ レ

ビジ ョン信号の走査方式 と異なる走査方式によって得 られたものである。 こ

のため、 D S C (D i g i t a L Scan Converter) 5 0 4 は、上記 B モー ド画像デ一

タを通常の画像データ （例 えば、テ レビジ ョン信号の走査方式 （N T S C 方

式）の画像データ）に変換 （ラスタ一変換）する。画像処理部 5 0 6 は、 D

S C 5 0 4 か ら入力される画像データに、各種の必要な画像処理 （例 えば、

階調処理）を施す。

[0049] 画像 メモ リ5 0 8 は、画像処理部 5 0 6 か ら入力された画像データを格納

する。 六変換器 5 1 0 は、画像 メモ リ5 0 8 か ら読み出された画像デ一

タをアナ ログの画像信号 に変換 して表示部 1 0 4 に出力する。 これによ り、

超音波探触子 3 0 0 によって撮影 された超音波画像 （動画）が表示部 1 0 4

に表示 される。

[0050] なお、本実施形態では、受信回路 4 0 4 において受信 フ ォー カ ス処理が施

された検 出信号 を R F 信号 と したが、受信 フ ォー カ ス処理が施 されていない

検 出信号 を R F 信号 と してもよい。 この場合、複数の超音波 トラ ンスデ ュ一

サ 3 0 2 か ら出力される複数の超音波検 出信号が、受信回路 4 0 4 において

増幅 され、増幅 された検 出信号、すなわち、 R F 信号が、 A / D 変換器 4 0

6 において A / D 変換 されることによって R F データが生成 される。 そ して

、上記 R F データは、信号処理部 5 0 2 に供給 されるとともに、 シネメモ リ



6 0 2 に格納される。受信フォーカス処理は、信号処理部 5 0 2 においてデ

ジタル的に行われる。

[0051 ] 次に、シネメモ リ再生モー ドについて説明する。シネメモ リ再生モー ドは

、シネメモ リ6 0 2 に格納されているR F データに基づいて超音波診断画像

の表示や解析 計測を行うモ一 ドである。

[0052] 操作卓 2 0 2 のシネメモ リ再生ボタンが押下されると、 C P U 1 0 0 は、

超音波診断装置 1 0 の動作モー ドをシネメモ リ再生モー ドに切 り替える。シ

ネメモ リ再生モー ド時には、 C P U 1 0 0 は、オペ レータからの操作入力に

より指定された R F データの再生をシネメモ リ再生部 6 0 4 に指示する。シ

ネメモ リ再生部 6 0 4 は、 C P U 1 0 0 か らの指令に基づいて、シネメモ リ

6 0 2 か らR F データを読み出 して、画像信号生成部 5 0 0 の信号処理部 5

0 2 に送信する。シネメモ リ6 0 2 か ら送信された R F データは、信号処理

部 5 0 2 、 D S C 5 0 4 及び画像処理部 5 0 6 において所定の処理 （ライプ

モー ド時と同様の処理）が施されて画像データに変換された後、画像メモ リ

5 0 8 及び D / A 変換器 5 0 を経て表示部 1 0 4 に出力される。 これによ

り、シネメモ リ6 0 2 に格納された R F データに基づ く超音波画像 （動画又

は静止画）が表示部 1 0 4 に表示される。

[0053] ライプモー ド又はシネメモ リ再生モー ド時において、超音波画像 （動画）

が表示されているときに操作卓 2 0 2 のフリーズボタンが押下されると、フ

リ一ズボタン押下時に表示されている超音波画像が表示部 1 0 4 に静止画表

示される。 これにより、オペ レータは、着 目領域 （R O I ：Reg i on of Inter

est) の静止画を表示させて観察することができる。

[0054] 操作卓 2 0 2 の計測ボタンが押下されると、オペ レータからの操作入力に

より指定された解析 計測が行われる。データ解析計測部 1 0 6 は、各動作

モ一 ド時に計測ボタンが押下された場合に、 A / D変換器 4 0 6 又はシネメ

モ リ6 0 2 か ら、画像処理が施される前の R F データを取得 し、当該 R F デ

—タを用いてオペ レータ指定の解析 計測 （例えば、組織部の歪み解析 （硬

さ診断）、血流の計測、組織部の動き計測、又は I M T (内膜中膜複合体厚



: Int ima-Med i a Th i ckness) 値計測 ) を行 う。 また、データ解析計測部 1 0 6

は、詳 しくは後述するような局所音速値 の計測、音速あるいは減衰 のバ ラッ

キを表 す指標 を算 出する処理 を行 う。データ解析計測部 1 0 6 による解析 -

計測結果 は、画像信号生成部 5 0 0 の D S C 5 0 4 に出力 され る。 D S C 5

0 4 は、データ解析計測部 1 0 6 によ り解析 計測結果 を超音波画像 の画像

データに挿入 して表示部 1 0 4 に出力する。 これ によ り、超音波画像 と解析

計測結果 とが表示部 1 0 4 に表示 され る。

[0055] また、表示 モー ド切 り替 えボタンが押下 され ると、 B モー ド画像 を単独で

表示す る モ 一 ド、 B モ 一 ド画像 に音速 減衰バ ラツキの判定結果 を重畳 して

表示するモ ー ド （例 えば、音速 減衰バ ラツキに応 じて色分 け又 は輝度 を変

化 させ る表示、又 は音速 減衰バ ラツキが等 しい点 を線 で結ぶ表示）、 B モ

- ド画像 と音速 減衰バ ラツキの判定結果の画像 を並べて表示す る モ 一 ドの

間で表示 モー ドが切 り替わ る。 これ によ り、オペ レータは、音速 減衰バ ラ

ツキの判定結果 を観察することで、例 えば、病変 を発見することがで きる。

[0056] 以下、本実施形態の超音波診断装置 1 0 の作用 について説明する。

[0057] 本発 明は、着 目領域 を設定 し、着 目領域 の音速バ ラツキまたは減衰バ ラッ

キを計測 し、組織性状 の診断 を行 うものである。詳 しくは後述するが、本発

明は、送信 フ ォー カ ス を掛 けて擬似 的な点反射 を形成 し、 その各素子受信デ

—夕か ら、一定音速で近似 した受信時刻か らの時刻差 を求め、 そのバ ラツキ

か ら音速バ ラツキを計測 し、 また、一定減衰 で近似 した振幅のバ ラツキ、周

波数 のバ ラツキか ら減衰 （散乱、 吸収）バ ラツキを計測するものである。 そ

して計測 したバ ラツキを組織性状 の診断 に役立てようとするものである。

[0058] 図 2 に、音速バ ラツキ 減衰バ ラツキを計測する処理 を模式的に示す。

[0059] 図 2 ( A ) は、一定音速で近似 した受信時刻か らのバ ラツキを求めて音速

バ ラツキを計測することを表 している。 また図 2 ( B ) は、一定の減衰 で近

似 した振幅のバ ラツキか ら減衰バ ラッキを計測することを表 している。 さ ら

に図 2 ( C ) は、一定の減衰 で近似 した中心周波数 のバ ラツキか ら減衰バ ラ

ツキを計測することを表 したものである。



[0060] ここで、いずれの場合も、送信 フ ォー カス を掛けて擬似的な点反射を形成

し、各素子受信データか ら、音速バラツキ 減衰バラツキを計測するように

している。

[0061 ] すなわち、図 2 ( A ) に示すように、被検体 0 B J 内の着 目領域 R O I の

格子点 X か らの擬似的な点反射を考える。 このとき図 2 ( A ) に示すように

肝硬変が進み結節が形成されていると、超音波の進行方向により音速や減衰

にバラツキが生 じる。

[0062] 図 2 ( A ) は、各素子において実際に計測された波面 （受信時刻）を実線

で表 し、 また被検体 0 B J の媒質を音速一定と仮定 して近似 した波面を破線

で表 し、各方位位置における音速バラツキに起因 した受信時刻のバラツキを

示 したものである。

[0063] また図 2 ( B ) は、各素子において実際に計測された対数圧縮後の振幅を

実線で表 し、被検体 0 B J の媒質を減衰一定と仮定 して近似 した対数圧縮後

の振幅を破線で表 し、各方位位置における減衰 （吸収及び散乱）バラツキに

起因 した対数圧縮後の振幅のバラツキを示 したものである。

[0064] さ らに、図 2 ( C ) は、各素子において実際に計測された中心周波数を実

線で表 し、被検体 0 B J の媒質を減衰一定と仮定 して近似 した中心周波数を

破線で表 し、各方位位置における減衰 （吸収及び散乱）バラツキに起因 した

中心周波数のバラツキを示 したものである。

[0065] このように、送信 フ ォー カス を掛けて形成 した擬似的な点反射の受信波の

受信時刻、振幅、中心周波数は、一定音速 一定減衰を仮定 した受信時刻、

振幅、中心周波数か らバラツキを有 している。 これは、異なる音速や減衰を

有する媒質の混合割合が各方位位置に対応する経路で異なるためである。そ

して経路による混合割合の変化が大きい程、受信時刻、振幅及び中心周波数

の方位位置バラツキが大きくなる事、 また経路による混合割合の変化の空間

周波数が大きい程、受信時刻、振幅及び中心周波数の方位位置バラツキの空

間周波数も大きくなる事が図 2 か ら容易に分かる。

[0066] 従 って、格子点Xか らの反射波受信時刻、振幅、中心周波数の一定音速 _



定減衰を仮定 した受信時刻、振幅、中心周波数か らのバラツキの大きさや空

間周波数か ら、着 目領域内における、異なる音速及び減衰を有する媒質の混

合割合のバラツキの大きさや空間周波数に関する情報を取得することが可能

となる。

[0067] これにより、音速または減衰のバラツキを判定することにより、 これを組

織性状の診断に用いることが可能 となる。なお、 ここでは肝硬変の例を用い

て説明 したが、本発明は、肝硬変に限定する事無 く適用できることは明 らか

である。

[0068] 以下、音速バラツキ又は減衰バラツキを表す指標 （バラツキ指標）を求め

る処理について説明する。

[0069] まず音速バラツキの求め方について説明する。

[0070] 簡単のために、超音波がある音源か らある素子に伝播するとき、ある経路

において 2 種類の媒質が存在するとする。 この様子を模式的に図 3 に示す。

[0071 ] 実際には、媒質 1 と媒質 2 が図 3 に示すように、明確に分かれて存在 して

いるのではな く、その経路上に複雑に混ざり合 って存在 している。図 3 は、

媒質 1 と媒質 2 をそれぞれ一方に寄せ集めて、その混合割合がはっきりわか

るように表示 したものである。

[0072] 図 3 において、 L は、音源か ら素子までの経路の全長 （経路長）、 p 1 及

び p 2 は、伝播経路によらない媒質 1 及び媒質 2 の平均的な混合割合、 ∆ ρ

は、経路に依存する上記混合割合の変化分を表す。

[0073] 今、図 3 に示す経路において、媒質 1 と媒質 2 の混合割合が、平均的な混

合割合 ρ 1 ：ρ 2 か ら∆ ρ だけずれて、 （ρ 1 + ∆ ρ ) ： ( ρ 2 _ ∆ ρ ) と

なっていたとすると、経路の全長 L のうち、媒質 1 が存在するのは長さに し

て L * ( ρ 1 + ∆ ρ ) 、媒質 2 が存在するのは長さに して L * ( ρ 2 - ∆ ρ

) となる。

[0074] 媒質 1 における超音波の音速を V 、媒質 2 における超音波の音速を V 2

とすると、図 3 の音源か ら発 した超音波を素子が受信する受信時刻 t は、次

の式で与えられる。



[0075] t = L * ( ρ 1 + ∆ ρ ) / ν 1 + Ι_ * ( p 2 - ∆ ρ ) / v 2

= L * ( 1 / v 1 ) * p 1 + L * ( 1 / v 2 )

+ L 氺∆ ρ 氺 ( ( / v ) - ( / v 2 ) )

このうち、経路に依存しない （経路バラツキを含まない）受信時刻
( 1 / V 1 ) * p 1 + L * ( 1 / V 2 ) p 2

を引けば、経路に依存した受信時刻の変化分が、
L * ∆ ρ * ( ( / ν ) - ( / ν 2 ) )

で与えられることがわかる。

[0076] これを経路の全長 （経路長）L で割れば、経路長L に依存しない指標とし

て次の式 （1 ) が得られる。

[0077] ∆ ρ * ( ( / ν ) - ( / ν 2 ) ) ( 1 )

しかし、経路によって経路長L における混合割合の変化分∆ ρ は異なるた

め、上記式 （1 ) で表される指標は、経路によって異なる。

[0078] そこで、全ての経路についての式 （1 ) の値の標準偏差をとれば経路にも

よらないバラツキ指標を得ることができる。

[0079] 組織の病変化によって混合割合の変化分∆ ρ がより大きくバラつくか、ま

たはV 1 とV 2 の差がより大きくなるために、上記式 （1 ) によるバラツキ

指標は、バラツキの程度を良好に表す指標となる。

[0080] なお、ここでは2 種類の媒質のみで考えたが、2 種類以上の媒質がある場

合、2 種類以上の指標 （1 ) は、各異なる媒質間の混合割合の変化分∆ ρ

、∆ ρ 2 、 の和となり、そのバラツキ程度は、やはり病変化の程度を

良好に表す指標となる。

[008 1] なお、上記の方法において、受信時刻、経路バラツキを含まない受信時刻

及び経路長が未知である。

[0082] このうち、受信時刻 （素子の受信時刻）は公知の位相収差解析の手法 （例

えば、特許文献3 ：特開平6 _ 0 5 8 4 号公報参照）を用いて求めるこ

とができる。超音波探触子の各素子の受信信号に対して、一定の信号を参照

信号として、これらの位相差を検出し、隣接する各素子の位相差検出結果を



比較 しその差をD とする。また一方、横軸に超音波探触子の素子番号をとり

、縦軸に各素子の受信信号と参照信号 S との位相差をプロッ卜したグラフに

おいて、正から負への不連続点 （すなわち、上記差 Dが_ 1 8 0 ° より小の

とき）においては3 6 0 ° を加算 し、負から正への不連続点 （すなわち、上

記差 Dが 1 8 0 ° より大のとき）においては3 6 0 ° を減算 して、不連続曲

線を連続曲線とする。これにより広範囲の位相収差を精度よく検出すること

ができる。

[0083] また、経路バラツキを含まない受信時刻は、経路長 しと

I 平均音速 = ( ( 1 / v 1 ) * p 1 + ( 1 / v 2 ) * p 2 )

に分離することができる。

[0084] 次に、経路長 L と平均音速の求め方を説明する。

[0085] 図 4 に示すように、多種類の異なる音速媒質 （混合媒質）からなる対象中

に、素子面から距離 L の深さに音源を想定する。

[0086] まず図4 に示す音源から発せられた超音波の各素子受信信号から、音源ま

での媒質が均一と仮定 して求められる音速 （平均音速）及び深さを求める。

[0087] 図 4 に示すように、音源の直下から距離X の位置の素子における受信時刻

T ( X ) は、以下の式で与えることができる。

[0088] T ( X ) = ( L 2 + X 2 ) * ( ( 1 / v 1 ) ( / v 2 ) * p

2 + ( / v 3 ) * p 3 + つ ( 2 )

ここで、記号（ ( A ) は、 A の平方根を表 し、 p n、 v n は媒質 n の混合

割合及び音速を表す。またここでは混合割合の変化分 ∆ p は含まないとする

[0089] p n は、伝播経路によらず一定と見做せるので、上記式 （2 ) から均一仮

定の平均音速及び深さは以下の式 （3 ) のように一意に求められることがわ

かる。

[0090] / 平均音速= ( ( 1 / v 1 ) ( / v 2 ) * p 2 + ( / v 3

) 氺p 3 + - )

深さ= L ( 3 )



上記式 （3 ) の平均音速は、前述 した平均音速であり、また各経路長は、

深さ L と素子位置X から求めることができる。

[0091 ] つまり、各素子受信時刻を 卜一タルで見ることによって、平均音速及び各

経路長を求めることができる。各経路による混合割合の変化分∆ p が含まれ

ているとしても、各素子信号を 卜一タルで見れば影響が少ないと考えられる

[0092] 平均音速及び深さを求めるために公知の画像解析の手法 （例えば、特許文

献 4 ：特開 2 0 0 7 _ 7 0 4 5 号公報参照）を用いることができる。これは

、平均音速 （及び深さ）を仮定し、音源の画像のシャープネスやコントラス

卜が最大となる値を求めるという方法である。

[0093] またこの他に、各素子受信時刻を位相収差解析で求めた後、最小二乗法フ

イツティングで平均の受信時刻を求め、それに相当する平均音速 （及び深さ

) を求めるという方法でもよい。

[0094] なお、ここでは簡単のために、音源からの伝播のみを想定したが、実際に

は送信フォーカスによって擬似的な点反射を形成するプロセスになる。この

場合、上記式 （2 ) に送信伝播時間を加えるだけでよい。

[0095] 以下、不均一層がある場合のバラツキ指標の求め方について説明する。

[0096] ここでは、図 5 に示すように、各素子の前に混合媒質とは異なる別媒質が

存在する場合のバラツキ指標を求める。具体的には、各経路長と受信時刻の

変化分を別媒質の影響を除いて求める。

[0097] まず、各経路長の求め方としては、図 5 に示すように、混合媒質と別媒質

との境界付近が下面となるように局所領域を設定し、この局所領域下面上に

複数の格子点を設定する。この領域での平均音速を求めれば、局所領域にお

ける音源の深さ L ' が求まり、これよりここから距離 X ' だけ離れた各格子

までの各経路長が求まる。

[0098] ここで、局所領域における平均音速 （局所音速）を求めるには、以下のよ

うに様々な方法がある。

[0099] 例えば、図 5 の音源を着目点として、まず着目点と局所領域下面上の各格



子における環境音速を求める。 ここで、環境音速値 とは、画像のコン トラス

卜、シャープネスが最も高 くなる音速値であり、上述 した画像解析手法によ

り求める事ができる。次に着 目点の環境音速値に基づいて着 目点を反射点と

したときの仮想的な受信波W X の波形を算出する。そ して、局所領域におけ

る仮定音速の初期値を設定 し、仮定音速を 1 ステップ変更 し、局所領域下面

上の各格子点における受信波を環境音速から算出 し、その受信波を仮定音速

によって決まる遅延で仮想的に合成 した仮想合成受信波W S U M を算出する

[01 00] 次に、仮想受信波W X と仮想合成受信波W S U M の誤差を算出する。仮想

受信波W X と仮想合成受信波W S U M の誤差は、互いの相互相関をとる方法

、仮想受信波W X に仮想合成受信波W S U M から得 られる遅延を掛けて位相

整合加算する方法、または逆に、仮想合成受信波W S U M に仮想受信波W X

から得 られる遅延を掛けて位相整合加算する方法等によって算出される。

[01 0 1 ] ここで、仮想受信波W X から遅延を得るには、着 目点を反射点として、着

目点における環境音速値で伝播 した超音波が各素子に到着する時刻を遅延と

すればよい。また、仮想合成受信波W S U M から遅延を得るには、隣 り合う

素子間での合成受信波の位相差から等位相線を抽出 し、その等位相線を遅延

とするか、または単に各素子の合成受信波の最大 （ピーク）位置の位相差を

遅延としてもよい。また、各素子からの合成受信波の相互相関ピーク位置を

遅延としてもよい。位相整合加算時の誤差は、整合加算後の波形のpeak t o p

eak とする方法、又は包絡線検波 した後の振幅の最大値 とする方法などによつ

て求め られる。

[01 02] 次に、全ての仮定音速の値での演算が終了したら、局所領域における局所

音速値が判定される。すなわち、仮想受信波W X と仮想合成受信波W S U M

との差が最小になる仮定音速の値を局所領域における局所音速値 と判定する

[01 03] また、被検体の音速が不均一で、各格子の受信時刻 （受信波）が環境音速

で近似 しきれない場合でも局所音速を計測可能とする方法として以下のよう



なものがある。

[01 04] 例 えば、予め着 目領域 内の着 目点 と、局所領域下面上の各格子点における

受信時刻 （受信波）を求め、着 目領域 における仮定音速 によって決 まる遅延

で各格子受信波 を重ね合わせて合成受信波 を合成 し、 それ と着 目領域の受信

波 を比較することによって局所音速 を判定する方法がある。

[01 05] あ るいは、予め着 目領域 内の着 目点 と、局所領域下面上の各格子点におけ

る受信時刻 （受信波）を求めた後、着 目領域 における仮定音速 によって決 ま

る、着 目点か ら各格子点 までの超音波の伝播時間 と、各格子受信時刻 との和

をとつたものの うち、ある素子について、最小 となる和 をその素子の合成受

信時刻 と し、各素子について、着 目点受信波の受信時刻 と合成受信時刻 とを

比較 して局所音速 を判定するように しても良い。

[01 06] なお、 ここで着 目点及び局所領域下面上の各格子点における受信時刻は、

上述 した画像解析の手法及び位相収差解析の手法 を用いて求めることがで き

る。

[01 07] また局所音速 を求める他の方法 と して、例 えば、上 と同様 に、局所領域下

面上の各格子点の受信時刻 （受信波）を画像解析及び位相収差解析の手法 に

よって求めた後、着 目領域 における仮定音速 によって決 まる遅延で各格子受

信波 を重ね合わせて合成受信波 を合成 し、 それか ら生成 した遅延 に基づいて

画像 を生成 し、 その画像 を解析 し、例 えばシャープネスが最大 となる条件か

ら局所音速 を判定するように しても良い。

[01 08] または、各格子点の受信時刻 （受信波）を求めた後、着 目領域 における仮

定音速 によって着 目点か ら各格子点 までの超音波の伝播時間 と、各格子受信

時刻 との和 をとつたものの うち、ある素子について、最小 となる和 をその素

子の遅延 と し、 その遅延 に基づいて画像 を生成 し、 その画像 を解析 して、例

えばシャ一ブネスが最大 となる条件か ら局所音速 を判定するように しても良

い。

[01 09] またあるいは、上記 と同様 に、局所領域下面上の各格子点の受信時刻 （受

信波）を画像解析及び位相収差解析の手法 によって求め、 それを遅延 と して



、上記局所領域下面上の各格子点を仮想素子 と見做 して各仮想素子の受信信

号 と して、各遅延で整合加算 した信号 を設定 し、各仮想素子の受信信号か ら

着 目領域の仮定音速 に基づいて画像生成 し、 その画像 を解析 し、例 えばシャ

- ブネスが最大 となる条件か ら局所音速 を判定するように しても良い。

[ 0 1 10 ] なお、上記各格子点および局所領域下面の取 りかたは、特 に平面 に限定さ

れるものではな く、着 目点よ り素子側 （手前側）の任意の曲面 と して設定す

る事がで きる。例 えば、組織や病変の境界面上 に設定 してもよい。

[ 0 1 1 1 ] 次 に、各素子受信時刻の変化分の求め方 と しては、各素子で受信 した信号

の受信時刻の内、平均音速 によって決 まる受信時刻か らの変化分 を求め、 そ

れに低周波 カツ 卜処理 を施す ことによって、別媒質による変化分 を取 り除 き

、各素子位置 を局所領域下面上の各格子位置 に変換する。各素子位置か ら局

所領域下面上の各格子位置への変換 は、局所領域 における局所音速及び各格

子点における環境音速又は各素子受信時刻か ら、着 目点か ら各格子を経て各

素子に至 る超音波伝播経路が求 まるため、 この伝播経路 に沿 って各素子位置

か ら逆方向に伝播する事 によ り可能である。

[ 0 1 12 ] このように して求めた変化分 を、各経路長で割 ることによって、上記式 （

1 ) で与え られる指標 を得て、 それの標準偏差 をバ ラツキ指標 とすることが

で きる。

[ 0 1 13 ] 次 に、減衰バ ラツキの求め方 について説明する。

[ 0 4 ] 受信信号の受信時刻の代わ りに振幅 または中心周波数 を利用することによ

つて、音速 と同様の手法 によって以下のように減衰 / ラツキを求めることが

で きる。

[ 0 1 15 ] 減衰 には、音波が広がることによる拡散減衰、音波が媒質に吸収 されて熱

に変換 されることによる吸収減衰、及び生体組織の散乱 による散乱減衰の 3

つがあるが、 これの うち、吸収 散乱減衰 は、 exp ( - x ) で与え られる。 こ

こで、 は減衰係数、 X は伝播距離 を表す。

[ 0 1 16 ] そ して、非特許文献 3 ： 「超音波便覧」 （丸善、 1999) によれば、生体組

織 においては、 Μ Η ζ 帯の周波数範囲では減衰係数 が近似的に周波数 に比



例すると仮定することがで きる。 この周波数 に比例する減衰 によって、 ガウ

シアンパルスの中心周波数 は、伝播距離 に比例 してシフ 卜することとなる。

これを利用 して、 中心周波数 シフ 卜か ら減衰 を求めることがで きる。

[01 17 ] 次 に、減衰のバ ラツキ指標 についても音速の場合 と同様 に考 える。

[01 18 ] 音源か らの各経路の対数圧縮後の振幅 A ( x ) 及び中心周波数 F ( X ) は

、以下の式 （4 ) で与え られる。

[01 19 ] A ( X ) = A ( 0 ) — L * ( 1 * p 1 + 2 * p 2 ) — Ι_ * ∆ ρ *

- 2 )

F ( χ ) = F ( 0 ) _ L 氺 （ 1 氺 p 1 + S 2 氺 p 2 ) _ L 氺∆ ρ 氺 ( β

- 2 ) ( 4 )

ただ し、振幅 に関 しては、拡散、送信 フォーカス、非線形特性、指向性な

どの影響 を無視 している。 ここで、 は、周波数 に依存する項 を含む減衰係

数、 は、 とパルス波 （ガウシアンパルスを仮定）の帯域 によって決 まる

定数である。

[01 20] 上記式 （4 ) の うち、経路バ ラツキを含 まない振幅及び中心周波数 は次の

式 （5 ) で与え られる。

[01 2 1 ] A ( X ) = A ( 0 ) _ L * ( 1 * p 1 + 2 * p 2 )

F ( x ) = F ( 0 ) _ L * ( S 1 * p 1 + S 2 * p 2 ) ( 5

)

上記式 （4 ) か ら式 （5 ) を引 き、求めた振幅の変化分 L * ∆ ρ * (

- 2 ) または中心周波数の変化分 L * ∆ ρ * - β 2 ) を経路長 しで

割れば、次の式 （6 ) が得 られる。

[01 22] ∆ ρ * ( 1 _ 2 ) 、 または ∆ ρ * β - β 2 ) ( 6 )

これによ り経路長 に依存 しない指標 が得 られる。

[01 23] なお、 ここで経路長 L は、例 えば上記式 （3 ) によって平均音速か ら求め

る。 また変化分 を得 るために経路 によ らない振幅 または中心周波数が必要で

あるが、 それは各素子受信信号の振幅 または中心周波数 に対 してフィッテ ィ

ング して求める。 また この とき、式 （3 ) で求めた音源の深 さに基づいて平



均 または を仮定 してフィッテ ィング してもよい。

[01 24] また、送信経路 も考慮する場合は、式 （4 ) に対 して、次式

- (送信経路長） * ( 1 * ρ 1 + 2 * ρ 2 )

を加えればよいだけである。

[01 25] また一方、不均一層がある場合のバ ラツキ指標 の求め方は、図 5 の局所領

域 における各経路長 と、局所領域下面上の各格子の振幅 または中心周波数の

平均減衰か らの上記式 （6 ) で表 される変化分 を求めるようにすればよい。

各経路長は、局所領域の平均音速 を求めるとともに求めることがで きる。

[01 26] 以上、音速バ ラツキ及び減衰バ ラツキの求め方の例 を示 したが、 その求め

方 には様 々なバ リエ一シ ョンがある。

[01 27] 図 6 及び図 7 に、音速バ ラツキ、減衰バ ラツキの求め方 を各ステ ップに分

けてまとめて示す。図 6 は別媒質がない場合であ り、図 7 は別媒質がある場

合 を示 している。

[01 28] 次 に図 6 の超音波診断装置 1 0 によるフローチヤ一 卜の処理 について説明

する。

[01 29] まず、図 6 のステ ップ S 1 0 0 において各経路長 を導 出する。 これは、着

目点 （音源）の深 さを導 出で きれば、着 目点 と各素子を結ぶ各経路長 を導 出

することがで きる。

[01 30] 着 目点の深 さの導 出方法 と しては以下のような方法がある。

[01 3 1 ] 例 えば、受信時刻か ら求める方法 と して、着 目点 までの平均音速及び深 さ

を、公知の画像解析手法 を用いて求めることがで きる。具体的には、着 目点

の画像のシャープネスゃ コン トラス 卜の特性が最大 となる値 と して求めるこ

とがで きる。

[01 32] または振幅か ら求める方法 と して、各素子受信信号の振幅 を取得 し、 それ

に上記式 （5 ) に着 目点 までの平均減衰及び深 さを仮定 して求 まる振幅 をフ

ィッテ ィング して誤差が最小 となる値 を採用する方法が考 え られる。 しか し

、振幅は減衰のみでな く、 拡散や送信 フ ォー カ ス、 非線形特性な どの影響 を

受けるため、上記式 （5 ) の適用は困難である。 これに対 して、例 えば特許



文献 5 ：特公平 3 —2 4 8 6 8 号公報に開示された 2 周波数の振幅比を利用

する方法を用いて、 2 周波数の対数圧縮後の振幅の差が減衰係数に比例する

ことから求めることができる。

[01 33] また、中心周波数を利用する方法として、各素子受信信号の中心周波数を

取得 し、式 （5 ) に対 して、着目点までの平均減衰及び深さを仮定 して求ま

る中心周波数をフィッティングして誤差が最小となる値を採用する方法が考

えられる。このとき、送信時の中心周波数がわかった方が精度高くフイツテ

ィングすることができる。

[01 34] また、図 6 のステップS 0 において、各素子受信時刻 振幅 中心周

波数を導出する。

[01 35] まず受信時刻を求める方法としては、前述 したように、公知の位相収差解

析の手法を用いて求めることができる。または予め着目点の画像解析によつ

て平均音速とともに求まる 「経路バラツキを含まない受信時刻」を起点とし

て位相収差解析を行ってもよい。

[01 36] また振幅を求める方法としては、各素子受信信号に包絡線検波を実施 して

振幅情報に変換 した後に、上に述べた受信時刻における値を取得する方法が

ある。ここで 「経路バラツキを含まない受信時刻」を基点に所定範囲でのピ

—ク値を取得するようにしてもよい。

[01 37] また中心周波数を求める方法としては、各素子受信信号から上で述べた受

信時刻を基点とした所定範囲を取得 し、周波数変換後に以下の式、

丁f 氺P ( f ) d f / 丁P ( f ) d f

によって重心を求める方法がある。

[01 38] なお、上記式において、 f は周波数であり、 P ( f ) は f におけるスぺク

トル密度である。

[01 39] また、中心周波数は、スペク トル密度のピークとなる周波数でもよいし、

半値幅の中心でもよい。または、検波処理を実施 して得 られた位相の深さ方

向の傾きから求めるようにしてもよい。

[0140] 上で、振幅または中心周波数を求める際に、求められる素子の受信信号を



中心に所定開口で該当する受信時刻の信号を整合加算すればノィズゃ干渉を

減 らして求めることができる。

[0141 ] 次 に、図 6 のステ ップS 1 2 0 において、各経路の経路バラツキを含まな

い受信時刻 振幅 中心周波数を導出する。

[0142] まず受信時刻を求めるには、前述 したステ ップS 1 0 0 で平均音速が求ま

つていれば求めることができる。 または、ステ ップS 1 0 で求めた各素子

受信信号に誤差が最小となる曲線をフィッテ ィング してもよい。 このとき、

ステ ップS 1 0 0 で着 目点と各素子を結ぶ経路長が求まっているため、平均

音速を仮定 して受信時刻を計算 し、誤差が最小となる平均音速 （受信時刻）

を求めてもよい。

[0143] また振幅を求めるには、ステ ップS 1 1 0 で求めた各素子受信信号の振幅

に誤差最小となる曲線をフィッテ ィング して求める。 このとき、ステ ップS

0 0 で着 目点と各素子を結ぶ経路長が求まっているため、式 （5 ) の平均

減衰を仮定 して振幅計算 し、誤差が最小となる平均減衰 （振幅）を求めるよ

うに してもよい。

[0144] 中心周波数を求めるには、ステ ップS 1 0 0 で平均減衰が求まっているな

らば、同時に各素子中心周波数は求まっている。 またはステ ップS 1 0 で

求めた各素子受信信号の中心周波数に誤差最小となる曲線をフィッテ ィング

してもよい。 このとき、ステ ップS 1 0 0 で各経路長が求まっているため、

平均減衰を仮定 して中心周波数を計算 し、誤差が最小となる平均減衰 （中心

周波数）を求めてもよい。 このとき、送信時の中心周波数がわかっていれば

精度良 くフイツテ ィングすることができる。

[0145] 次 に、図 6 のステ ップS 3 0 において、各経路の受信時刻 振幅 中心

周波数の変化分を導出する。 これは、ステ ップS 1 0 で求めた受信時刻 -

振幅 中心周波数か らステ ップS 2 0 で求めた値を引けば求めることがで

きる。

[0146] 次 に、図 6 のステ ップS 1 4 0 において、変化分を経路長で割 って指標 を

導出 し、それか らバラツキ指標 を導出する。 ここで、各経路の指標の標準偏



差や最大値をバラツキ指標としてよい。

[0147] 次に、図 7 のフローチヤ一卜を用いて、別媒質がある場合の、着目領域に

おけるバラツキ指標の求め方について説明する。

[0148] 図 7 のフローチヤ一卜は前述した図6 のフローチヤ一卜と略同じであり、

各着目点のバラツキ指標計算方法において、 「各経路」が 「局所領域におけ

る各経路」となり、また 「各素子受信時刻 振幅 中心周波数」が 「局所領

域下面上における値」となっている点が異なる。

[0149] まず、図 7 のステップS 2 0 0 において、局所領域における各経路長を導

出する （擬似的な点反射の深さを導出する）。これには、例えば図 5 に示す

ように、各着目点 （音源）を上面上、別媒質との境界付近を下面となるよう

に局所領域を設定し、局所領域内の各経路長を求める。そのためにまず局所

領域内の着目点の深さを求める。その方法としては、局所領域内の平均音速

とともに求める方法が好適に用いられる。局所領域内の平均音速 （局所音速

) を求める方法は前述したように様々な方法がある。

[01 50] 次に、図 7 のステップS 0 において、各素子受信時刻 振幅 中心周

波数の局所領域下面上における値を導出する。

[01 5 1 ] 局所領域の局所受信時刻を求める方法としては、まず局所領域下面上の各

格子の受信時刻 （または平均音速）を公知の画像解析及び位相収差解析の手

法を用いて求め、それを遅延とする。また、着目点の受信時刻 （受信波）を

画像解析及び位相収差解析によって求める。そして、各格子を仮想素子と見

做して各仮想素子の受信信号として、各遅延で着目点の受信波を整合加算し

た信号を設定する。そして、各仮想素子の受信信号の位相収差解析を実施す

ることによって着目点の局所受信時刻を求める。または、各格子を仮想素子

と見做して、各仮想素子の局所受信時刻として着目点の各素子受信時刻から

遅延を引いた時刻のうち最も遅い時刻を採用する。

[01 52] または、局所領域下面上の各格子の受信波を皆同じと見做し、代表する受

信波を定め、着目点の受信波に対して、局所領域下面上各格子を代表する受

信波による逆畳込み （デコンボルーシヨン）を施す事によって着目点の局所



受信時刻 を求める。逆畳込み処理 は、各素子受信信号 に対 して、 またはその

周波数空間上で実施する事がで きる。

[01 53] または、着 目点の受信時刻 （受信波） と、局所領域下面上の各格子の受信

時刻 （受信波）及び着 目点か ら各格子八の伝播時間 （局所受信時刻）か ら求

まる着 目点の受信時刻 （受信波） との誤差が最小 となる様 に、局所受信時刻

を探索 しても良い。最小値探索 アル ゴ リズには種 々のものがあるが、例 えば

準 ニ ュ ー トン法 を用いても良い。

[01 54] 次 に、 中心周波数 を求める方法 と しては、予め局所領域の局所受信時刻 ま

たは平均音速、及び局所領域下面上の各格子の受信時刻 または平均音速 を求

める。 それか ら、着 目点→各格子→各素子 という伝播パ ス を求める。 また、

送信時の中心周波数 を既知 とする。

[01 55] 局所領域下面上の各格子→各素子の中心周波数 シフ 卜量 を以下の手順で求

める。

[01 56] まず、各格子の各素子受信信号か ら中心周波数 を求める （この とき、求め

る素子の受信信号 を中心 に所定開口で、該当する受信時刻の信号 を整合加算

すれば、 ノイズや干渉 を減 らして求めることがで きる）。ある格子に関 して

、以下の式で表 される値が片道の中心周波数 シフ 卜である。

[01 57] ( 中心周波数 [真 中の素子の受信信号 ] 一中心周波数 [ 送信時 ] ) 2

この値 を、 （中心周波数 [ 各素子の受信信号 ] 一中心周波数 [ 送信時 ] )

か ら引いた値が、格子→各素子の伝播パスの減衰 による中心周波数 シフ 卜量

を表 している。

[01 58] 送信時の中心周波数が未知だ と しても、格子→各素子の全パ ス で均一減衰

を仮定すれば、減衰係数 を求め、 シ フ ト量 を求め られる （しか し送信時の中

心周波数既知の方が精度 は良い）。

[01 59] 着 目点の各素子中心周波数か ら各格子→各素子の中心周波数 シ フ 卜量 を引

き、各格子における中心周波数 を求める。

[01 60] 次 に、振幅 を求める方法 と しては、予め各格子→各素子の減衰 を中心周波

数 シフ 卜量か ら求めておき、 また各格子→各素子の伝播パスを求めてお く。



各素子の振幅か ら各格子→各素子の減衰 を補正 し、各格子の振幅 を求める。

[01 6 1 ] 次 に、図 7 のステ ップ S 2 2 0 において、局所領域の経路バ ラツキを含 ま

ない受信時刻 振幅 中心周波数 を導 出する。

[01 62] 受信時刻 を求める方法 と しては、 ステ ップ S 2 0 0 で求めた局所領域の平

均音速 と経路長か ら求め られる。 または、 ステ ップ S 2 1 0 で求めた各格子

の受信時刻 に誤差が最小 となる曲線 をフィッテ ィング して求めてもよい。 こ

の とき、 ステ ップ S 2 0 0 で着 目点 と各格子を結ぶ経路長が求 まっているた

め、平均音速 を仮定 して受信時刻 を計算 し、誤差が最小 となる平均音速 （受

信時刻）を求めてもよい。

[01 63] 振幅 を求める方法 と しては、 ステ ップ S 2 1 0 で求めた各格子の振幅 に誤

差最小 となる曲線 をフィッテ ィング して求めることがで きる。 この とき、 ス

テ ツプ S 2 0 0 で着 目点 と各格子を結ぶ経路長が求 まっているため、式 （5

) の平均減衰 を仮定 して振幅 を計算 し、誤差が最小 となる平均音速 （振幅）

を求めてもよい。

[01 64] 中心周波数 を求める方法 と しては、 ステ ップ S 2 1 0 で求めた各格子の中

心周波数 に誤差最小 となる曲線 をフィッテ ィングする。 この とき、 ステ ップ

S 2 0 0 で各経路長が求 まっているため、平均減衰 を仮定 して中心周波数 を

計算 し誤差最小 となる平均減衰 （中心周波数）を求めてもよい。

[01 65] 以下、 ステ ップ S 2 3 0 、 S 2 4 0 における処理 は、前述 した別媒質の無

い場合の図 7 のステ ップ S 1 3 0 、 S 4 0 における処理 と同様であるので

説明を省略する。

[01 66] なお、別媒質がある場合 に設定する局所領域の下面は、必ず しも図 5 のよ

うに境界付近 にな くともよい し、平面でな く曲面でも良い。 また、局所領域

下面上の各格子の受信時刻 振幅 中心周波数 を求めるために、局所領域だ

けでな く、局所領域下面 にも送信焦点を設定する。

[ 0 167] また、各素子で受信 した信号の受信時刻 振幅 中心周波数 に対 して、低

周波 カツ 卜処理 を施す ことによって別媒質による変化分 を取 り除 き、各格子

→各素子の伝播パスに沿 って各素子位置 を各格子位置 に変換することで、各



格子の受信時刻 振幅 中心周波数の変化分 を求める方法 もある。

[01 68] また、別媒質の補正をすることや経路長で規格化することな どは必ず しも

必要な ことではない。なお、深 さと素子の開口の比は一定であることが望 ま

しい。

[01 69] 規格化する場合、規格化する量 と しては経路長の他 に深 さ、 また深 さに近

い量 と して、真 中素子 （または格子）の受信時刻 周波数 シフ ト量な どがあ

る。 これ らによる規格化は、着 目点 （着 目領域）の深 さ （別媒質がある場合

は、別媒質を除いた深 さ）を一定に してバ ラツキを評価する場合 には必要で

はない。

[01 70] また、前述 した式 （3 ) な どか ら、音速 減衰 は深 さと分離 した ∆ ρ のみ

に依存 した量であることがわかるので、音速 減衰 を指標 と してもよい （こ

の場合、深 さと開口の比 も関係ないと思われる）。

[01 7 1 ] 音速の場合、一定音速で整合加算 した結果の R F 信号や R F 信号 （R F デ

—タ）に対 して包絡線検波処理 を施す ことによって得 られる画像 （Β モー ド

画像）のシャープネスに基づいて音速バ ラツキを求めることがで きる。

[01 72] 図 8 及び図 9 に、受信信号 と整合加算 した結果の画像及びそのシャープネ

スを示す。

[01 73] 図 8 は、対象組織の音速が均一な場合 を表 し、図 9 は、対象組織の音速が

不均一の場合 を表 している。

[01 74] 図 8 及び図 9 においては、 シャープネスの最大値 に対 して、両端の音速、

例 えば、 これ らの図に示す例では、 1 4 0 0 m / s e c と 1 6 5 0 m / s e

c におけるシャープネスとの差分 をバ ラツキ指標 と して用いている。 また、

輝度依存性 を考慮 して最大値 によ り規格化 している。

[01 75] すなわち、バ ラツキ = ( ∆ s 1 + ∆ s 2 ) / s である。

[01 76] また、バ ラツキ指標 と しては、 この他 に、単純 にシャープネスの最大値 と

してもよい し、半値幅 と してもよい。

[01 77] また、バ ラツキ指標 と しては以下のようなものがある。すなわち、各音速

減衰の近似曲線 との差分の絶対値 2 乗の平均値が最小の所定比 となる音



速 減衰範囲がある。 また、計測 された受信時刻 振幅 中心周波数 に接す

る両側の音速 減衰範囲がある。 またその他、音速の場合、整合加算 した画

像のフォー力ス指標 が最大の所定比 となる音速範囲や、開口を小開口に分割

し、各小開口で求めた音速 減衰の標準偏差な どもある。

[01 78] また、送信経路の超音波伝播時間 振幅変化 中心周波数 シフ 卜のバ ラッ

キも含めると平均音速 と平均減衰 自体が着 目点の位置 によってバ ラつ くと考

え られる。従 って、各着 目点の平均音速 平均減衰の着 目領域でのバ ラツキ

の標準偏差 をバ ラツキ指標 と してもよい。

[01 79] 次 に、空間周波数 に基づ くバ ラツキ指標 について説明する。

[01 80] 以上説明 したバ ラツキ指標 は、受信時刻 振幅 中心周波数のバ ラツキの

大 きさに基づ く指標 であるが、バ ラつ く空間周波数 も変化すると考 え られる

。具体的には、図 2 に示す受信時刻 振幅及び中心周波数の変化分の方位位

置 に対する周波数が変化すると考 え られるため、 これに基づ くバ ラツキ指標

と してもよい。

[01 8 1 ] 受信時刻 振幅及び中心周波数の変化分は、別媒質のない場合は図 6 のフ

口一チヤ一 卜で、 また別媒質のある場合は図 7 のフローチヤ一 卜で得 られる

[01 82] この とき、受信時刻 振幅 中心周波数の変化分の大 きさは着 目点の深 さ

とともに増すが、各方位位置 に対する変化分の大 きさが均一に増す分 には、

周波数 に影響 しないため補正の必要はない。ただ し、各経路 によって変化分

の増 し方 に微妙 に差があるため、変化分 を各経路長で規格化することによつ

て補正 してもよい。つまり、図 6 または図 7 のフローチヤ一 卜によって得 ら

れる変化分 または経路長で規格化 した変化分の どち らを指標 と して用いても

よい。

[01 83] ここで、着 目点の深 さが一定でな くとも、方位方向に対する変化分の周波

数 を深 さや経路長な どによって補正する必要はない。ただ し、一定の開口で

の評価が望 ま しい。

[01 84] 以上か ら得 られた指標 の方位位置 に対する周波数分布の中心周波数 または



帯域 またはそれ らに基づ く変数 をバ ラツキ指標 と して求める。

[01 85] 例 えば、肝硬変の場合、均一で小さい肝小葉が不均一で大 きな結節 に置 き

換 え られることによって、 中心周波数が低周波側 に移動 し、 または帯域が広

がると考 え られるため、本バ ラツキ指標 によって硬変程度 を診断することが

で きると考 え られる。

[01 86] 中心周波数 は、 f * P ( f ) d f / P ( f ) d f によって求め られる

。 こ こで f は周波数、 P ( f ) は周波数 f の振幅 を表す。 中心周波数 と して

、他 に振幅が最大の周波数 と してもよい し、振幅が最大の所定比 となる帯域

の中心周波数 と してもよい し、 P ( f ) の積分値が半値 となる周波数 と して

もよい。

[01 87] 帯域 は、 ぶ ( f - f 0 ) 2 * P ( f ) d f Z P ( f ) d f

= f 2 * P ( f ) d f / P ( f ) d f _ f 0 2 の平方根 をとることによ

つて求め られる。 ここで、 f O は中心周波数 を表す。 これは分散のままでも

よい。 また、帯域 と して他 に中心周波数の振幅や最大振幅の所定比 となる帯

域 と してもよい し、 中心周波数や振幅最大の周波数 を中心 と した P ( f ) の

積分値が全積分値の所定比 となる帯域 と してもよい。

[01 88] 中心周波数 と帯域の他 に、周波数分布の歪みをバ ラツキ指標 と して求めて

もよい。 これは周波数分布の 3 次 モ ー メ ン ト ( f - f 0 ) 3 * P ( f ) d

f P ( f ) d f か ら求め られる。

[01 89] 以上、バ ラツキ指標 を受信時刻 振幅 中心周波数の変化分や経路長規格

化変化分 を指標 と して求める方法 について説明 したが、変化分でな く、受信

時刻 振幅 中心周波数 を直接指標 と してもよい。 この場合、周波数分布の

極低周波 に 「経路バ ラツキを含 まない受信時刻 振幅 中心周波数」の成分

が含 まれるため、バ ラツキ指標 を算出する時に、極低周波成分 を除けばよい

[01 90] また、平均音速 平均減衰の着 目点位置 によるバ ラツキの空間周波数 に基

づいてバ ラツキ指標 を求めてもよい。 この場合、着 目領域 内の平均音速 - 平

均減衰の 2 次元周波数分布 を求め、 その中心周波数 帯域 歪みか ら求め ら



れる。

[01 9 1 ] 次に、音速バラツキまたは減衰バラツキを表すバラツキ指標を求める全体

の処理について説明する。

[01 92] 図 1 0 は、音速または減衰のバラツキ指標を求める全体処理の流れを表す

フロ一チヤ一 卜である。

[01 93] まず、図 1 0 のステップS 3 0 0 において、着目領域を設定する。

[01 94] 次に、ステップS 3 1 0 において、着目領域内の各ラインに沿って所定数

の送信焦点を設定 し、該当する送信フォーカスを実施 し、各素子受信する。

[01 95] このとき、各着目点に対応する送信フォーカスを選択するために、事前に

各送信フォーカスの有効域を以下のようにして判定するようにしても良い。

[01 96] すなわち、まず送信フォーカス N o ( n ) を設定 し、所定の指定ライン N

o に対 して指定ライン幅を加算/ 減算 してラインN o ( m ) とし、焦点 N o

( n ) 及びライン N o ( m ) の各素子受信信号を読み込む。次に設定音速 N

o ( k ) を設定 して、送信フォーカス N o ( n ) のラインN o ( m ) の受信

信号に設定音速 N o ( k ) の受信フォーカスを実施 し、指標または画像を保

存 しておく。この処理を設定音速 N o を変えて繰 り返 し行い、所定の設定音

速について処理が終了したら、ライン N o を変更 し、新たなライン N o に対

してまた上記のように設定音速 N o ( k ) を変えて送信フォーカスを実施す

る。

[01 97] 次に、各設定音速の全ラインの指標または画像から各深さの環境音速 （平

均音速）を求め、環境音速の深さ方向の標準偏差を算出し、最小点を実際の

焦点深さと判定 し、送信フォーカス N o ( n ) の有効域を求める。そして、

送信フォーカス N o を変更 して、次の送信フォーカス N o に対する有効域を

上と同様にして求める。

[01 98] なお、各着目点に対応 して送信フォーカスを実施するようにしても良い。

[01 99] 次に、ステップS 3 2 0 において、着目領域内に、所定数 （ί 0 ) の着目

点を設定する。着目点は一つ、すなわち所定数 ί 0 は 1 でもよい。

[0200] そ して、 ί 0 個の各着目点に対 して、その着目点における音速バラツキま



たは減衰 《ラツキを表すバラッキ指標を求める。

[0201 ] まず、ステップS 3 3 0 において、着目点の番号を示す ί を 1 ( ί = 1 )

とする。

[0202] そして、ステップS 3 4 0 において、 ί 番目の着目点に対応する送信フ才

—カスの各素子受信データを選択 し、該当データから ί 番目の着目点の音速

バラツキまたは減衰バラツキを表すバラツキ指標を求める。

[0203] バラツキ指標の求め方としては、別媒質の無い場合には、前述 した図 6 の

フローチヤ一 卜に示す方法によって求められる。別媒質のある場合には、前

述 した図 7 のフローチヤ一 卜に示す方法によって求められる。この時、着目

領域とは別に、局所領域を設定し、また局所領域下面上の各格子点に対応す

る送信フォー力スの各素子受信デ一タも使用する。

[0204] 次に、図 1 0 のステップS 3 5 0 において、着目点の番号 ί を 1 インクリ

メン卜し し に 1 を加ぇ）、次のステップS 3 6 0 で、 ί が設定された着目

点の個数 （所定数 ί 0 ) を超えたか否か判断する。

[0205] その結果まだ ί が ί 0 を超えていない場合には、ステップS 3 4 0 に戻り

、上記着目点 ί の音速バラツキまたは減衰バラツキを表すバラツキ指標を求

める処理を繰り返す。

[0206] また、 ί が ί 0 を超えたと判断された場合には、次のステップS 3 7 0 に

進む。

[0207] ステップS 3 7 0 において、各着目点 ί のバラツキ指標の総和をとり、そ

れを着目領域におけるバラツキ指標とする。

[0208] このように、ここでは着目領域のバラツキ指標を各着目点のバラツキ指標

の総和としているが、総和の代わりに、各着目点の指標を全て揃えた後に、

その標準偏差をとつて着目領域のバラツキ指標とするようにしてもよい。

[0209] または、着目領域の前に別媒質が存在する場合には、前述 した図 7 のフロ

—チヤ一 卜に示す方法以外に、着目領域内の浅い領域の各着目点におけるバ

ラツキ指標と深い領域におけるバラツキ指標を比較解析することによつても

、簡易的に別媒質の影響を低減 したバラツキ指標を求めることができる。例



えば、各着 目点のバ ラツキ指標 の深 さ方向の変化の傾 き、 または浅 い領域 の

着 目点 におけるバ ラッキ指標 との差分値や、規格化 した値 を各 ライ ンについ

て総和 をとつて、着 目領域 のバ ラツキ指標 と してもよい。 または、深 い領域

におけるバ ラツキに別媒質が及ぼす影響 は小 さい ことか ら、深 い領域 におけ

るバ ラッキ指標 の総和 をとつて着 目領域 のバ ラツキ指標 と してもよい。

[021 0] 今 まで述べて きた例 では、受信信号の時刻 振幅 周波数 のバ ラツキが擬

似 的な点反射か らの伝播過程 において生ずると して、 そのバ ラツキを求めて

いた。 しか し、 これ らの受信信号の時刻 振幅 周波数 のバ ラツキは、擬似

的な点反射か らの伝播過程 において生ずるばか りでな く、擬似 的な点反射 を

形成 する時の周囲干渉 によっても生ずる。

[021 1 具体 的には、音速 減衰 散乱ムラによって送信焦点が一点 に集 中 しない

場合、 また散乱ムラによって着 目点 よ り周囲散乱の方が大 きい場合、周囲散

乱の干渉 を受 けて しまい、 その結果 と して、受信信号の時刻 振幅 周波数

のバ ラツキを生ずる。

[021 2] 図 1 1 に、 受信信号がバ ラついている例 を示す。

[021 3] 図 1 1 は、 いずれ も横軸 が素子の位置、縦軸 が受信時刻 を表 し、 また ダ レ

—スケール はその受信信号の振幅 を表 す。

[0214] 図 1 1 ( A ) は、 きれいに波面が揃 っている受信信号で、波面が放物線状

にな っているのは真 中の素子 に一番早 く届 いた ことを表 している。 また、 図

1 1 ( B ) は、バ ラついている受信信号 を表 している。

[021 5] 本発 明は、 このように、送信 フォーカスによる擬似 的な点反射形成 におい

て音速 減衰 散乱ムラによ り生ずる周囲散乱の影響 を含めて計測対象 とす

るものである。

[021 6] 以上、 受信時刻 振幅 中心周波数 の変化 に基 く種 々の音速 減衰バ ラッ

キ指標、 また平均音速 平均減衰 の着 目点位置 による変化 に基 く種 々のバ ラ

ツキ指標 を説明 したが、本発明は以上の例 には限定 されず、本発明の要 旨を

逸脱 しない範 囲において他 の種 々のバ ラツキ指標 を用いてもよいのはもち ろ

んである。例 えば、着 目領域 における各着 目点の受信時刻 振幅 中心周波



数に基く指標を全て揃えた後にそのヒストグラム形状特徴量として歪度や尖

度などをバラツキ指標としても良いし、各着目点について指標を平均化した

後に、その着目領域における分布の標準偏差やヒストグラム形状特徴量、ま

たは同時生起行列などによるテクスチャ特徴量、例えば一様性、コン トラス

卜、相関、エントロピ一などをバラツキ指標としても良い。

[02 17] また、平均音速 平均減衰の着目領域における分布からも同様にヒス 卜グ

ラム特徴量やテクスチャ特徴量などをバラツキ指標とする事ができる。

[02 18] また、これらの特徴量を単独でバラツキ指標とするのではなく複数の特徴

量から、例えば重回帰式を用いてバラツキ指標を求めても良い。

[02 19] このようにして音速あるいは減衰のバラツキを表す指標 （バラツキ指標）

を算出することにより、これを用いて組織性状の診断を行うことが可能とな

る。

[0220] 例えば、具体的な病変とこれに対する音速あるいは減衰のバラツキのデ一

タを大量に蓄積し、これに基づいてバラツキ指標の値と組織性状の状態との

対応を統計的に求め、組織性状の診断を行うためのバラツキ指標の閾値を予

め設定しておく。そして、実際の診断においては、上で述べたような方法で

バラツキ指標を求め、これを予め設定された閾値と比較することにより、組

織性状の診断を行う。これにより、組織性状の診断が容易となる。

[022 1] 以上説明したように、本実施形態においては、音速や減衰の絶対値ではな

く、音速バラツキあるいは減衰バラツキを計測するようにしているため、音

速や減衰の絶対値計測では困難な、病変化によるミクロな音速 減衰構造変

化を捉えることが可能となつた。

[0222] 以上、本発明に係る超音波診断装置及び超音波診断方法について詳細に説

明したが、本発明は、以上の例には限定されず、本発明の要旨を逸脱しない

範囲において、各種の改良や変形を行ってもよいのはもちろんである。

符号の説明
[0223] 1 0 超音波診断装置、 1 0 0 C P U、 1 0 4 表示部、 1 0 6 デ一

タ解析計測部、2 0 0 操作入力部、3 0 0 超音波探触子、3 0 2 超音



波 トラ ンスデ ュ一サ、 4 0 0 送受信部、 5 0 0 画像信号生成部、 5 0 2

信号処理部、 5 0 6 画像処理部



請求の範囲

[ 請求項 1] 超音波 を被検体 に送信するとともに、該被検体 によって反射 される

超音波 を受信 して超音波検 出信号 を出力する複数の超音波 トラ ンスデ

ユーザを含む超音波探触子 と、

前記被検体内の着 目領域 を設定する着 目領域設定部 と、

前記着 目領域 における超音波の音速バ ラツキまたは減衰バ ラツキを

計測するバ ラツキ計測部 と、

を備 える超音波診断装置。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の超音波診断装置であ って、 さ らに、前記着 目領域

内に少な くとも 1 つ以上の着 目点を設定する着 目点設定部 を有 し、前

記バ ラッキ計測部 は、前記着 目点か らの反射波の前記各超音波 卜ラン

スデ ューザの受信信号の受信時刻の変化 に基づいて前記音速バ ラツキ

を計測する超音波診断装置。

[ 請求項 3 ] 前記バ ラツキ計測部 は、前記着 目点か らの反射波の前記各超音波 卜

ラ ンスデ ューザの受信信号の振幅 または周波数の変化 に基づいて前記

減衰 《ラツキを計測する請求項 2 に記載の超音波診断装置。

[ 請求項 4 ] 前記バ ラツキ計測部 は、前記着 目領域 内の前記各着 目点の減衰の変

化 に基づいて前記減衰 / 《ラツキを計測する請求項 2 に記載の超音波診

断装置。

[ 請求項 5 ] 前記バ ラツキ計測部 は、一定音速で整合加算 した結果の R F 信号又

はこれか ら得 られる画像 を設定音速毎 に比較 して、音速バ ラツキを計

測する請求項 1 に記載の超音波診断装置。

[ 請求項 6 ] 請求項 1 か ら 5 のいずれか 1 項 に記載の超音波診断装置であ って、

さ らに、前記超音波探触子に対 して前記着 目領域 に前記超音波 を送信

フ 才一 カスさせる送信 フ ォーカス指示部 を備 える超音波診断装置。

[ 請求項 7 ] 前記送信 フ ォー カ ス指示部 は、事前 に各送信 フ ォー カ ス の有効域 を

判定する請求項 6 に記載の超音波診断装置。

[ 請求項 8 ] 超音波診断装置が、



被検体内の着 目領域 を設定する着 目領域設定ステ ップと、

前記着 目領域 内に少な くとも 1 つ以上の着 目点を設定するステ ップ

と、

前記着 目点か らの反射波の各超音波 トランスデ ューザの受信信号の

受信時刻の変化 に基づいて音速バ ラツキを計測するステ ップと、

前記音速バ ラツキか らバ ラツキ指標 を算出する指標算出ステ ップと

前記算出 したバ ラツキ指標 に基づいて組織性状 を診断する性状診断

ステ ツプと、

を実行する超音波診断方法。

[ 請求項 9 ] 超音波診断装置が、

被検体内の着 目領域 を設定する着 目領域設定ステ ップと、

前記着 目領域 内に少な くとも 1 つ以上の着 目点を設定するステ ップ

と、

前記着 目点か らの反射波の各超音波 トランスデ ューザの受信信号の

振幅 または周波数の変化 に基づいて前記減衰 / ラツキを計測するステ

ップと、

前記減衰バ ラツキか らバ ラツキ指標 を算出する指標算出ステ ップと

前記算出 したバ ラツキ指標 に基づいて組織性状 を診断する性状診断

ステ ツプと、

をを実行する超音波診断方法。

[ 請求項 10 ] 請求項 8 または 9 に記載の超音波診断方法であ って、 さ らに、前記

超音波 トランスデ ューザに対 して前記着 目領域 に前記超音波 を送信 フ

才 一 カスさせる送信 フ ォ ー カ ス 指示ステ ップを実行する超音波診断方

法。

[ 請求項 11] 前記送信 フオ ーカス指示ステ ツプは、事前 に各送信 フオ ーカスの有

効域 を判定する請求項 1 0 に記載の超音波診断方法。
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